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NAFTA再交渉： 
米国・メキシコ基本合意の要点 
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トランプ政権、NAFTA新協定に署名する意思を議会通知／カナダとは交渉継続 

政治日程から逆算した期限： 9月末に協定文書を公開、11月末までの協定署名を目指す 

8月28-30日 Axios/Survey Monkey 世論調査 
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（出所）米国議会図書館議会調査局（CRS）、外務省資料、各種報道を基にMUFGユニオンバンク戦略調査（ニューヨーク）作成 

ファストトラック権限（TPA）に基づく貿易協定の米国内批准プロセス トランプ大統領が「ファストトラック権

限（TPA)」のもと、昨年8月から進めて

きたNAFTA再交渉が大詰めを迎えて

いる。12月1日のメキシコ政権交代

前に協定署名を終わらせるため、トラ

ンプ政権はメキシコと大枠で先行合

意し、8月31日に議会通知を行った。 

ファストトラック権限は、大統領が署

名した通商協定の国内法化を迅速

化する制度で、交渉開始から批准

（協定発効）までの手続きを規定し

ている。協定署名の90日前までには

議会通知の必要があるため、11月

中の署名に漕ぎ着けるには、8月31
日が「議会通知」、9月29日が「協定

文書提出」の期限とみられる。 

次なる焦点は、9月29日までにカナダ

との交渉が妥結し、3カ国の合意を

反映した協定文書が確定できるか。

トランプ大統領はメキシコとの2国間

協定への変更も示唆したが、産業

界や議会は3カ国協定を強く望む他、

カナダを除く協定ではTPAの条件から

外れ※、審議が難航するとの指摘も

ある。実施法案の採決は上下院とも

単純多数決だが、中間選挙後に

「ねじれ議会」となれば審議に影響も。 

 

※交渉開始を議会に通知した書簡では、「カナダ・メキシコとの協議に臨む」と明記。
このため議会からは、2国間協定への変更はTPAの条件から外れるとの指摘あり。 
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自動車分野の「原産地規則」改定は、米国が恩恵を享受する内容 

賃金条項の計算方式や柔軟措置の内容など、詳細はまだ不明 

自動車産業労働者の賃金（時給、2017年） 
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（出所）Washington Post、US Trade、Jetro、CAR、米労働省、カナダ統計局など各種資料を基にMUFGユニオンバンク戦略調査（ニューヨーク）作成 

自動車分野の原産地規則（イメージ） 
公表済み 未確定 純費用方式 

 NAFTA特恵（ゼロ関税）の条件を定

めた自動車分野の「原産地規則」の

主な変更点は以下の通り： 

– 域内付加価値率（RVC）を、従来の

62.5%から75%へ引き上げる。 
– そのうち40～45%は時給16ドル以上

の労働者が生産することを義務付け

る（賃金条項）。 

これ以上の詳細はまだ不明な点が

多いが、報道等によると幾つかの追

加事項が検討されている模様。 

– 「賃金条項」達成のための柔軟措置

として、40～45%のうち15～20%は、

域内のR&Dやソフトウエア開発費など、

又はエンジン生産規模などに応じて

付与されるクレジットで充当可能。 
– 完成車メーカーが調達する鉄鋼、ア

ルミ、ガラスの7割を北米原産で賄う。 
– 部品を3分野に分類し、各々65、70、

75%（コア部品）のRVCを設定する。 

上記を含め、運用上の計算方法や

移行期間などの詳細は明らかになっ

ていない。最終的な協定文書の公

表を待つ必要があろう。 
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メキシコ、対米輸出制限枠の設定で合意／乗用車・SUVと部品 

枠内であれば、米国通商拡大法232条関税等の対象外 

メキシコ製乗用車・SUVへの関税率 メキシコのメーカー別生産シェア 
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（出所）米商務省、Ward’sなど各種資料を基にMUFGユニオンバンク戦略調査（ニューヨーク）作成、一部推計 

メキシコの対米輸出実績と制限枠 協定の付帯合意では、メキシコの

「対米輸出制限枠」が設定された。

これにより、メキシコが対米輸出する

乗用車・SUVが年間240万台、部品

については900億ドルを超えた場合、

超過分に対して米国が最大25％の

関税を適用することが可能になる。 

昨年メキシコが対米輸出した乗用

車・SUVは約174万台で、向こう2年

間に追加される25万台分の生産能

力を足しても、輸出枠上限まで40万

台近い余裕がある。 

この枠内については、万一米国が安

全保障を理由に232条関税を発動

した場合でも、対象外となり、原産

地規則を満たせば関税ゼロ、満たさ

なくても現行2.5％の最恵国（MFN）

税率で米国へ輸出できる。 

輸出枠上限には余裕があり、米国

の232条関税についてもWTO協定違

反の疑いがあるため、メキシコがWTO
へ提訴し違反が確定すれば、「輸出

制限」は発動前に撤回される可能

性もある。このためメキシコは、目先

240万台分の「適用除外」を確保す

る事を選んだと考えられる。 
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※WSJによると部品の輸出枠上限が1,080億ドルに引き上げられたとの情報も 

232条関税などが発動された場合 



米自動車ラベリング法（AALA）の部品調達率データに基づく推計 

 

 

 

 

 

 

NAFTA原産地規則「RVC」と厳密に比較できない点は要注意 

AALAの部品調達率とNAFTA原産地規則のRVCの違い 
 
 

5 
（出所）米運輸省道路交通安全局、Bloomberg、Ward’sなど各種資料を基にMUFGユニオンバンク戦略調査（ニューヨーク）作成、一部推計 

日系自動車メーカーが使用する北米製

部品の割合（以下、現調率）は、加重

平均ベースでおよそ6割と推測される。こ

れは米系の8割を下回るが、欧州系や

韓国系の5割に比べて若干高い。 

もっとも日系メーカーの間でも、現調率 

には差があり、ホンダが最も高く7割前後

とみられる。一般に、年販20万台以上の

量販車やライトトラック系の北米専用車

を中心に現地生産・調達網の拡充が 

図られたため、こうした車種ほど現調率

が高くなる傾向がみられる。 

• 自動車メーカーの域内付加価値率（RVC)は非公

開のため、本稿では、米運輸省の自動車ラベリン

グ法（AALA）に基づく「米国・カナダ製部品の調達
比率」と「エンジン・変速機の原産国」のデータを用

いて、各社の部品調達率を推計した。 

• AALAの調達率と、NAFTA原産地規則のRVCは

計算方法が異なるため、厳密な比較は出来ない。 

• RVCには部材費のほか、労務費や製造諸経費が
算入されるため、AALA（部材費のみ）の現地調達

率に比べて数値が大きくなる。 

• AALAデータでは、米国・カナダ以外で、調達率が

15%未満の国は表示されないため、メキシコ製部
品の調達率が実態より低く表示されるケースがある。 

米国向けに北米で生産される車種の現地調達率（AALAデータに基づく推計） 

計算例 

※メキシコ製部品の調達率は一部推計 

部材費 RVC
非原産部材の価額 375       =(1,000-375)÷1,000
原産部材の価額 405       62.5%

労務費 200       
製造経費 20         AALA現地調達率

=405÷(375+405)
純費用 1,000    51.9%

販促費・輸送費など 300       
利益 100       

取引価格 1,400    
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生産規模が大きく、
北米進出の歴史が
長いメーカーほど 
現調率が高い傾向 

※車種ごとの2018MY出荷台数推計に基づく加重平均値  



メキシコの小型車生産、現地部品の調達率が高く、影響大 

部品調達先の変更や米国以外の輸出先開拓が必要に 

6 

米国向けに各国で生産される車種の現地調達率（AALAデータに基づく推計）  AALAデータから試算すると、日系メー

カーが米国やカナダの工場で生産す

る車種は、米国・カナダ製の部品調

達率が5割を超え（加重平均ベース）

米系メーカーに比肩する。 

他方、日系メーカーがメキシコで生産

する車種は、トヨタのピックアップを除く

と同比率が相対的に低く、一部の車

種では人件費条項の達成が困難と

予想される。これはメキシコで小型車

を重点的に生産する韓国系や欧州

系メーカーにも共通する傾向。 

例えば、現在メキシコから対米輸出

される日本車の約半分は、日産が

占める。日産がメキシコで生産する

小型車SentraとVersaは、同社米国

販売の約2割に相当する。現状では、

NAFTA域内付加価値率の62.5%を

満たすが、今後、新基準に適合しな

い場合は、対米輸出に際して2.5%の

最恵国税率を払うことになる。 

メキシコを対米輸出拠点とする日系

メーカーの間では、今後、調達先を

米国へ変更したり、メキシコが46カ国

と結ぶFTA網を活用して米国以外の

輸出市場を開拓する等の動きが出

てこよう。 
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メキシコ製日本車の地域別輸出台数 （2018年1-3月） メキシコ製日本車の現地調達率（AALAデータ） 
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19.7万台 

メーカー 車種名 セグメント 米・カナダ製 メキシコ製

日産 SENTRA 小型車 18% 49%

VERSA 小型車 11% 61%

NV200 バン 10% 45%

NV バン 20% 60%

ホンダ HR-V 小型CUV 20% 33%

FIT 小型車 15% 40%

トヨタ TACOMA ピックアップ 60%

マツダ MAZDA3 小型車 0%

YARIS iA 小型車 5% 71%

AALA 部品調達率

※エンジンと変速機については、「現地調達率」ではなく、全機種数に占める北米製機種の比率 
※車種ごとの2018モデル年（YTD）出荷台数に基づく加重平均値  

（出所）米運輸省、メキシコ自動車工業会、Ward’sなど各種資料を基にMUFGユニオンバンク戦略調査（ニューヨーク）作成、一部推計 



メキシコ経済相、対米輸出車の68%は新原産地規則に適合と発言 

 

 

 

 

 

 

NAFTA「高賃金労働者の付加価値基準」の計算は、AALAの部品調達率よりも複雑 

7 
（出所）米運輸省、Wardsなど各種資料を基にMUFGユニオンバンク戦略調査（ニューヨーク）作成、一部推計 

米国・カナダ製部品調達率の上位車種 メキシコ経済相によると、現在、メキ

シコから対米輸出される自動車の

68%が、既に賃金条項を含む新原

産地規則を満たしている。 

この発言に沿って、車種別出荷デー

タとAALAデータから推定すると、米

国・カナダ製部品の調達率が20%前

後の車種でも新基準に適合している

可能性があり、「高賃金労働者の付

加価値（RVC）40-45%」の計算式は、

AALAデータの部品調達率とは、大き

く異なるものと考えられる。 

先述の通り、新規則への移行期間

や賃金条項の計算方式、柔軟措置

の内容などは、明らかにされておらず、

一部の規定（例：アルミの現地調達

率7割など）は、カナダが協定に参加

しないと達成が困難なため、現時点で

はまだ流動的とされる。従って当面は

協議の進展を注視する必要がある。 

 

 

 

 

 ※2018モデル年（YTD）の出荷台数推計 

新基準に適合しない32%は対応が必要 

68.8% 

乗用車・SUVについては、 
輸出枠以内であれば、 
2.5%の最恵国税率 

ピップアップには
25%の最恵国
税率 

シェア メーカー 車種名 米・カナダ製 メキシコ製

2.0% VW AUDI Q5 75%
8.1% Toyota TACOMA 60%
16.5% FCA RAM 1500 57% 27%
11.2% GM EQUINOX 45% 40%
5.2% GM CRUZE 45% 34%
3.5% GM TERRAIN 45% 40%
6.3% Ford FUSION 30% 60%
3.2% FCA JOURNEY 28% 64%
0.8% Ford MKZ 26% 60%
3.2% Honda HR-V 20% 33%
0.6% Nissan NV 20% 60%
0.2% GM CITY EXPRESS 20% 60%
8.0% Nissan SENTRA 18% 49%
5.5% FCA COMPASS 17% 69%
0.1% FCA FIAT 500e 16% 25%
1.6% Honda FIT 15% 40%
0.2% VW BEETLE II CABRIO 14% 47%
2.8% VW JETTA 12% 41%
0.3% VW BEETLE II 12% 45%
3.2% Nissan VERSA 11% 61%
2.9% VW TIGUAN 11% 43%
0.2% FCA FIAT 500 11% 54%
2.0% GM TRAX 10% 50%
1.7% Ford FIESTA 10% 70%
0.7% Nissan NV200 10% 45%
0.9% VW GOLF 9% 40%
0.7% VW GTI 8% 41%
1.1% Mazda YARIS iA 5% 71%
0.7% Hyundai ACCENT 3% 46%
3.7% Kia FORTE 2% 47%
0.7% Kia RIO 2% 47%
2.3% Mazda MAZDA3 0% 10%

出荷台数※ AALA 部品調達率

適合
68%

不適合
32%
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